
令和７年度　会計別決算総括表 

（単位：千円）

歳入 歳出 差引 実質収支

7,140,976 7,110,546 30,430 10,975

1,496,290 1,473,950 22,340 22,340

1,381,541 1,369,961 11,580 11,580

327,365 314,284 13,081 13,081

収益的収支 318,293 315,649 2,644 △ 216

資本的収支 123,069 214,142 △ 91,073

10,787,534 10,798,532 △ 10,998 57,760

4,585 4,155 430 430

788 688 100 100

10,792,907 10,803,375 △ 10,468 58,290

※下水道事業会計の収益的収支の実質収支は、損益計算書による純損失です。
　 また、資本的収支の差△91,073千円は、内部留保資金等により補てんしています。
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（令和７年度決算報告） 

 

令和７年度の決算がまとまりました。 

１年間にどれだけの収入があって、何にどれだけ使ったのかを住民のみなさまにご報

告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計と国民健康保険など全ての会計をあわせた町の決算額は、歳入総額が 107 億

9,290 万７千円、歳出総額が 108 億 337 万５千円です。 

住民のみなさまのご協力のもと、令和７年度についても効果的な事業を推進すること

ができました。 

今後も歳入と歳出のバランスをとりながら、将来にわたって安定した住民サービスを

提供できるよう、健全な行財政運営に努めます。 

 

 

 

 

 

 



一般会計は、町の会計の中心となるものであり、町が行う事務事業の大部分を経理

する会計です。 

令和７年度決算は、歳入 71億 4,097 万６千円、歳出 71億 1,054 万６千円で、歳入

歳出差引額（形式収支）は 3,043 万円の黒字となりました。 

また、翌年度へ繰り越すべき財源 1,945 万５千円を差し引いた実質収支は、1,097

万５千円の黒字となりました。 

本年度の決算が黒字となった主な要因は、国・府支出金などの国や大阪府からの交

付金や、繰入金が一時的に増加したことです。 

この黒字は町が自主的に歳入を増やせたことによるものではなく、国や大阪府から

の交付金に大きく依存しています。そのため、継続的で安定した財源とは言い難く、

町の財政状況が本質的に改善されたとは言えません。 

今後も財源確保に努めるとともに、事業の選択と集中を図り、財源の効果的な活用

に取り組みます。 

●入ってきたお金（歳入） 71 億 4,097 万６千円  

歳入総額は、71 億 4,097 万６千円で、前年度と比べ４億 1,209 万１千円、6.1％の増

となりました。 

　歳入の内訳を見ると、最も大きいのが地方交付税の 20 億 6,178 万６千円で前年度と

比べ 1,580 万１千円減少、２番目に国庫支出金の 15 億 3,833 万１千円で、前年度と比

べ４億 5,726 万５千円増加、次いで、みなさまから納めていただいた町税の 13 億 9,612

万１千円で、前年度と比べ 6,843 万２千円増加しました。 

　また、歳入は自主財源と依存財源に区分することができます。自主財源の多寡は市町

村の財政運営の自主性、安定性に影響を与えます。 

　町税のほか手数料や使用料、負担金など町が自主的に調達できるお金を自主財源とい

い、21 億 7,687 万４千円の収入がありました。 

　一方、国から交付される地方交付税や国庫支出金、大阪府から交付される府支出金、

町の借金である町債などは依存財源といい、49 億 6,410 万２千円の収入がありました。 

　令和７年度は、保育施設整備の実施に伴う国からの交付金や、町債を借り入れたこと、

また、ふるさと太子応援基金寄附金の減少等が要因となり、自主財源比率が前年度より

下がっており、財政基盤の脆弱性は変わっていません。 

 

 １．一般会計の状況

 歳入の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）



●使ったお金（歳出） 71 億 1,054 万６千円  

歳出総額は、71 億 1,054 万６千円で、前年度と比べ３億 9,261 万９千円、5.8％の増

となりました。 

歳出決算額を行政目的別に分類したものが次の表です。 

民生費、総務費、教育費、衛生費で歳出全体の約８割を占めており、次いで公債費、

土木費の順で、これらで歳出全体の約９割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

議会費 町議会の運営に係る経費 91,041 (1.3)

総務費
町の人事、企画、財政、徴
税、戸籍、統計などの全般的
な管理に係る経費

1,520,762 (21.4)

民生費
高齢者・障がい者・児童福祉
など住民福祉の増進に係る経
費

2,893,562 (40.6)

衛生費
健康診断や母子保健などの保
健衛生及びゴミ処理などの環
境衛生に係る経費

414,541 (5.8)

農林水産業費 農業振興などに係る経費 82,333 (1.2)

商工費 商工業や観光振興に係る経費 235,430 (3.3)

土木費
道路や河川、公園等の維持・
整備などに係る経費

337,194 (4.7)

消防費
消防や救急、災害対策などに
係る経費

296,319 (4.2)

教育費
幼稚園や小中学校、生涯学
習、文化財保護などに係る経
費

871,541 (12.3)

災害復旧費
災害によって生じた被害の復
旧に要する経費

0 (0.0)

公債費
町債（借金）を返済する元金
と利息

367,823 (5.2)

合計 7,110,546 (100)

（　）は構成比

区　　　分 決　算　額

 　歳出の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）



 

本町が令和７年度に実施した主な物価高騰対応重点支援事業は次のとおりです。 

 

(単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　　分 事 業 費

総 務 費 定額減税不足額給付 49,587

令和6年度非課税世帯3万円給付
（子ども1人あたり2万円加算）

6,377

介護保険・障がい福祉サービス事業所物価高騰対策支援事業 3,858

訪問型サービスD事業物価高騰対策支援事業 182

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業 1,502

物価高対応子育て応援手当給付事業 35,854

医療施設等物価高騰対策支援事業 1,154

事業系ごみ排出者支援事業 3,577

農林水産業費 ハウス栽培促進対策補助事業 825

生活応援おこめ券配布事業（第１弾） 34,055

生活応援おこめ券配布事業（第２弾） 124,301

教 育 費 学校園給食費物価高騰対策補助事業 885

262,157

事 業 内 容

事 業 費 合 計

民 生 費

衛 生 費

商 工 費

 ２．本町が実施した主な物価高騰対応重点支援事業



●国民健康保険 

　国民健康保険に加入する人の保険料や医療費に対する保険給付などの収支を経理す

る会計です。 

　令和７年度決算は、歳入 14 億 9,629 万円、歳出 14 億 7,395 万円で、実質収支は 2,234

万円の黒字となりました。 

　歳入の主なものは、国民健康保険料が３億 348 万円、府支出金が 10 億 5,118 万 8 千

円、そのほか一般会計からの繰入金などがあります。 

　歳出の主なものは、保険給付費が 10 億 1,356 万３千円、国民健康保険事業納付金が

３億 9,937 万２千円、そのほか保健事業費などがあります。 

　生活習慣病の予防や早期発見のため、毎年特定健康診査等を受診して健康チェックを

しましょう。 

 

●介護保険 

介護保険の第１号被保険者に対する保険料や介護サービスの給付などの収支

を経理する会計です。 

令和７年度の決算は、歳入13億8,154万１千円、歳出13億6,996万１千円で、

実質収支は1,158万円の黒字となりました。 

歳入の主なものは、介護保険料で３億1,456万３千円、そのほか介護保険法

で定められた国、府及び町等の負担割合による収入などがあります。 

歳出の主なものは、介護サービスの保険給付費で12億7,386万２千円、その

ほか介護予防・日常生活支援総合事業や認知症総合支援事業を含む地域支援事

業費などがあります。 

これからも、ご自身の持っている「体力」「知力」を維持し、いつまでも元

気で自立した生活を送るために、介護予防・健康の維持増進に努めましょう。 

 

●後期高齢者医療保険 

　75 歳以上及び一定の障がいがあると認定された 65 歳以上の人が加入する医療保険

制度の会計です。 

　令和７年度決算は、歳入３億 2,736 万 5 千円、歳出３億 1,428 万４千円で、実質収支

は 1,308 万１千円の黒字となりました。 

　歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料で２億 6,641 万８千円、そのほか一般会計 

からの繰入金などがあります。 

　歳出の主なものは、大阪府後期高齢者医療広域連合への納付金３億 720 万６千円で 

す。 

　健康診査では生活習慣病に加え、加齢に伴う心身の衰え（フレイル）等のチェックも 

できますので、現在、生活習慣病で通院されている方も積極的に受診してください。 

 

 ３．主な特別会計等の状況



●下水道事業 

下水道の排水・処理施設の整備や、各家庭や事業所から排出される汚水の処理・管理

に係る収支を経理する会計で、他の会計とは異なり、企業会計方式を採用しています。 

令和８年３月末の普及率 93.6％、水洗化率 92.1％となりました。 

（収益的収支） 

下水を処理するための下水道使用料などの収入と、施設の維持管理にかかる経費など

の支出で、収益的収入３億 1,829 万３千円、収益的支出３億 1,564 万９千円となりま

した。 

（資本的収支） 

下水道などの整備するための企業債や国庫補助金などの収入と、企業債償還金や施設 

更新などの支出で、資本的収入１億 2,306 万９千円、資本的支出２億 1,414 万２千円

となり、差し引き 9,107 万３千円の不足は、内部留保資金などで補てんしました。 

下水道は、生活環境の向上と河川などの水質保全を図るための大切な施設です。公共

下水道が使える区域で、まだ接続されていないご家庭などにおいては、早急の接続工事

をお願いいたします。 

 

 



●基金積立金と町債残高 

町の貯金である積立金残高は、41 億 4,178 万８千円と 4,590 万９千円（前年度比

1.1％）増加しました。 

なお、令和７年度は、「太子まちづくり「夢」基金」から 346 万５千円、「公共施設整

備基金」から 2,205 万５千円、「ふるさと太子応援基金」から１億 9,351 万４千円を、

教育振興事業、情報施策推進事業、企画一般事業、大阪・関西万博事業、学校給食運営

事業などにそれぞれ充てるため、取り崩しを行いました。 

一方、町の借金である町債残高は、48 億 7,841 万５千円と１億 9,761 万８千円　　

（前年度比 3.9％）減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．町の財政指標など



●経常収支比率 

経常収支比率は、よく一般家庭のエンゲル係数にも例えられたりしますが、財政運

営の弾力性を表す指標です。令和７年度の町の経常収支比率は 94.5％で、前年度と比

べ 0.5 ポイント悪化（増加）し、依然として柔軟な財政運営が可能な水準とは言えな

い状況です。 

 

 

 

※令和７年度の府内町村平均及び類似団体平均については、令和８年９月末時点で 

　未公表のため反映されていません。 

 

 

 



●財政健全化法に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

早期健全化基準以上となった健全化判断比率及び経営健全化基準以上となった公営

企業会計はありませんでした。 

しかしながら、今後、施設の老朽化対策など多額の経費が必要となり、町債や基金

の財源充当により、公債費の増加や基金の減少が見込まれます。そのため、健全化判

断比率の悪化が懸念されることから、計画的な事業実施が必要となります。 

また、下水道事業の資金不足比率については、資金不足が発生していないものの、

一般会計から下水道事業会計へ赤字補てんし、財政運営を行っていることから、下水

道事業の収支改善に向けた取り組みも必要となります。 

 

 

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合、及び実質公債費比率又は将来負担比率 

　が算定されない場合は、「－」と表示しています。 

※資金不足比率については、資金不足額がないため、「－」と表示しています。 

※将来負担比率及び資金不足比率に財政再生基準はありません。 

 

 健全化判断比率 　 　 　 　

 　 　 　 （単位：％）

 
　

実質 連結実質 実質公債費 将来負担

 赤字比率 赤字比率 比率 比率

 令和７年度決算

- - 4.3 -  に基づく比率

 
（早期健全化基準） (15.00) (20.00) (25.0) (350.0)

 
【財政再生基準】 【20.00】 【30.00】 【35.0】 　

 資金不足比率 　

 　 　 （単位：％）

 
 下水道事業

 令和７年度決算

-  に基づく比率

 
（経営健全化基準） (20.00)



 

　町では、これまで行財政改革を通じて、スリムな行財政運営に努めてきました。 

　しかしながら、地方分権や社会情勢の変化に対応するためには、安定した財政を維持

しつつ効果的・効率的な行政運営を推し進める必要があります。 

　今後、「人口減少」、「税収減」が見込まれる中、持続性のある行財政運営と公共サー

ビスを両立させるため、さらなる業務の効率化に取り組むとともに、質の高い住民サー

ビスを提供するため、健全な行財政運営に努めます。 

 

 

 ５．行財政運営の取組状況 

 問
い
合
わ
せ
先

財政全般・一般会計・財産区会計に関すること 総務財政課 ９８－０３００

 国民健康保険・後期高齢者医療会計に関すること 保険医療課 ９８－５５１６

 介護保険会計に関すること 福祉介護課 ９８－５５１９

 下水道事業会計に関すること 環境農林課 ９８－５５２２


